2015年度市町村統一要求事項
１　憲法をくらしの隅々に活かす自治体行政の推進を
　　安倍自公政権は、９月19日に日本国憲法を蹂躙し日本を「海外で戦争できる国」につくり変える「安全保障関連法」の採決を強行しました。世論調査でも８割を超える国民の審議が充分つくされていない。今国会での成立反対という声や圧倒的多数の憲法学者、弁護士、最高裁判所の元判事、歴代内閣法制局の元長官らの「憲法違反」の指摘もすべて無視した「安全保障関連法」成立に対し、国民の怒りと不安がひろがっています。いま国のあり方が大きく変わろうとしている情勢のもとで、地方自治の役割発揮が強く求められているものと考えます。
(1) 自治体の首長として、「安全保障関連法」廃止の意見書を国にあげてください。
(2) 憲法をくらしの隅々に活かす政策を推進してください。
２　東海第二原発の再稼働中止、廃炉は県民の願い
　本年４月、福井地裁は高浜原発３、４号機の差止仮処分決定を下し、「原子炉を運転してはならない」と結論づけました。これは、大飯原発運転差止判決と合わせ、東海第二原発など国内の他の原発にも当てはまるもので、特に今回の仮処分決定では、新規制基準が「緩やかすぎ、これに適合しても原発の安全性は確保されない」と断定した点でも重要な意味を持っています。
　　ところが、「原子力規制委員会が科学的、技術的に審査し、世界で最も厳しいレベルの新規制基準に適合すると認めた原発について、その判断を尊重し再稼働を進めていく」という政府の方針のもとに、満足な避難計画すらできていない状況下で、多くの国民の反対を押し切って川内原発１号機の再稼働が強行されました。
　　東海第二原発は、大震災でダメージを受けた老朽原発であり、全国で最も人口過密地域にある原発です。県民を対象とした世論調査（茨城新聞2014年12月9日）で、東海第二原発の再稼働に「反対」と答えた人が回答者全体の63.5%に上り、「賛成」の22.4%を大きく上回っています。
　　住民の安全、財産を守る義務を負っている自治体は、住民の思い、声を、国や、茨城県、日本原電に率直に伝えていくことが求められているものと考えます。
(1) 東海第二原発は廃炉にする前提での避難計画に
　　茨城県は東海第二原発で過酷事故が発生した際の広域避難計画を本年３月に決定しましたが、複合災害は想定していない上に、約半数の人の避難先を決められないなど、県自身が「極めて不完全なもの」と言わざるを得ないという代物です。複合災害のことは無視し、ＳＰＥＥＤＩの活用をやめ、風向きは考慮しないというものですから、被曝せずに短時間で安全に避難し、安心して避難生活を送ることができることには程遠いものであることは、誰の目にも明らかです。
　　泉田裕彦新潟県知事が、8月24日、全国知事会の危機管理・防災特別委員長の立場で田中俊一・原子力規制委員長と面談し、①国の原子力災害対策指針が、ＳＰＥＥＤＩの活用をやめたことは、「被曝前提の避難になる」として改善を要望、②「地震や津波の場合に原発事故が起きる場合が多いと考えられるが、災害対策基本法と原子力災害対策特別措置法が別立てになっている」問題を指摘、③（現状の法体系で労働者を）「高線量下での道路復旧作業や、避難のためのバス運転などに従事させられるのか、④事故発生後に安定ヨウ素剤の配布ができるのか等々の問題点を提起し、改善を要望しました。
　　全国知事会の要望ですから、茨城県としての要望とも受け取る事ができます。原発立地県の多くの県民の声を代弁していただいたものと評価できます。
　私たちは、東海第二原発が再稼働しないまでも、使用済み核燃料を始めとする放射性廃棄物が大量に存在していることを考えれば、原子力事故時の避難計画は必要です。ただ、東海第二原発の再稼働はしないということを大前提にすべきと考えます。
　県が、「広域避難計画」を定め、市町村に対してその具体化を要請しているという現段階において、貴自治体での検討状況を明らかにされたい。
1)避難する側の自治体の場合
①県が示した「広域避難計画」の概要、例えば、避難先と避難ルートについて、住民に周知を図っていますか、明らかにされたい。
②避難計画（安定ヨウ素剤配布も含む）の検討状況はいかがでしょうか。検討のために障害となっていることはありませんか、あれば明らかにされたい。
③避難弱者と云われる介護施設等の入居者や病院の入院患者等の避難計画での位置づけを明らかにされたい。
④避難の際、職員に大きな負担がかかると思いますが、十分な住民サポート態勢を作る見通しはついていますか、明らかにされたい。
⑤検討の中間段階において、議会に説明したり、「住民意見交換会」を開催して検討状況を知らせ、意見を集めるべきと考えますが、そういう取り組みの実施状況または予定はいかがでしょうか、明らかにされたい。
2)避難を受け入れる自治体の場合
①受け入れ側においても、受け入れのための計画は必要不可欠と考えますが、検討状況はいかがでしょうか、明らかにされたい。
②「県広域避難計画」で示されている人数の受け入れの見通しはたっていますか。
③避難者受入れにおいては、職員に大きな負担がかかると思いますが、十分な住民サポート態勢を作る見通しはついていますか。特に自然災害が重なれば、自らの自治体の住民の避難に加え、原発避難者受け入れのための態勢が必要になり、その大変さは想像に難くありません。
3)避難する側、受け入れる側共通
①避難する側・受け入れ側、県との３者協議はどの位すすんでいますか。会議の開催数と具体的な進捗状況を明らかにされたい。
②実効性のある避難計画の策定が不可能ということであれば、「東海第二原発は再稼動させずに廃炉が最善」と表明すべきと考えますが、いかがですか。
 (2) 原発に頼らない再生可能エネルギーに全力を
①原発依存から脱却するため、再生可能エネルギー(太陽光、熱、風力、水力、バイオマス等)の利用について、貴自治体として具体的な導入の促進を図ること。
②自治体の公共施設に自家発電設備(太陽光)の設置を計画的に促進させること。
３　東電福島原発事故による健康被害と子どもたちの健康調査について
北茨城市の18歳以下の子どもたちを対象とする甲状腺検査結果が発表され、「３人が甲状腺がん」ということが明らかになりました。「2014年度の検査では、3,593人が受け、異常なし1,746人、経過観察1,773人、要精密検査72人、至急要精密検査2人。このうち３人について医師と専門家で構成する甲状腺超音波検査事業検討協議会が甲状腺がんと診断」（「朝日新聞」8月26日）とのことです。「3～４人に1人」ですから、一般に「100万人当たり1～3人」と言われる小児甲状腺がんの患者数と比較すれば、「福島原発事故による放射線の影響とは考えにくい」という同協議会の判断は説得力を欠いています。
　茨城県に対して子どもたちの甲状腺検査を実施すべく、改めて要求していきたいと考えていますが、各自治体におかれましても、県に対して実施の働きかけをお願いします。
　既に独自に検査を実施している市町村には敬意を表しつつ、引き続いての取り組みをお願いします。未実施の市町村におかれましては、県に対しての実施要求を強めていただくとともに、独自の実施の検討もお願いします。
　(1) 独自の検査を実施済みの場合、今後の計画について明らかにされたい。
　(2) 未実施の場合、計画の有無を明らかにされたい。
４　水源の放射能汚染と飲料水、農業用水の安全確保等の問題について
　福島原発事故により霞ヶ浦を始めとする県内の水源池が放射能汚染されました。環境省と茨城県が測定した結果（『福島第一原子力発電所事故に係る特別調査結果の概要について』（茨城県東海地区環境放射線監視委員会/2015年8月17日）によれば、霞ヶ浦流入河川及び湖内の底質の放射性セシウム濃度は、最大で1,760ベクレル/kg、牛久沼は最大800ベクレル/kg、水沼ダムは最大2,490ベクレル/kgと、依然として高い値を示し続けています。この他の水源池も同様の傾向にあるものと思われます。半減期２年のセシウム134はかなり減衰したものの、半減期30年のセシウム137は、長期間にわたって残り続けるものと予想されます。百年経っても、およそ１割は残ります。
水自体は「不検出」とは言っても、安心はできません。何れの水源地においても、波浪による湖水の攪拌や底泥の巻き上げ現象によって放射性セシウムが取水口に入り込む事を想定して、監視体制をとり続ける必要があります。事故から４年以上経過したからと言って、監視体制を緩めるようなことは、絶対にあってはならないと考えます。
(1) 貴自治体として上水道、農業用水の放射能調査を行っていますか。
　　測定している核種(放射性物質ごとの種類)、測定頻度、測定結果の発表手段について、明らかにされたい。
(2)「天候の影響によって濁流状態の際には取水をしない」などの措置をとっているか、明らかにされたい。
(3) 指定廃棄物の災害対策に万全を期すこと。

５　子育て世代が住みやすいまちづくりを
(1) 子ども医療費助成の拡充について
　　地方創生の人口減対策のなかで子育て支援に対する首長の期待が大きいと新聞報道されています。これまで厚生労働省は、市町村が国の基準を超えて対象年齢の拡大を行っている場合、その自治体に対しペナルティを課していましたが、今国会の審議のなかでペナルティを撤回する旨の政府答弁がなされました。よって地方創生の新型交付金を活用して以下の医療費助成対象年齢拡大を求めます。
①自己負担なく所得制限なしで、対象年齢を20歳まで拡大すること。
②対象年齢を20歳まで拡大することが困難な場合は、高校卒業までに拡大すること。　　　　　(2) 保育料・幼稚園授業料について
① 地方創生の新型交付金を活用して、保育料・幼稚園授業料の無料化を求めます。
(3) 愛着ある「空き家」のリサイクルで空き家対策の充実を
2013年国の調査で茨城県の「空き家」18万戸、率は14.6％、７戸に１戸が「居住者のいない住宅」となっている。少子高齢化により住宅数は世帯数を上回り、ますます増加傾向にあります。「空き家等対策の推進に関する特別措置法」が平成27年5月26日全面施行され、市町村の権限が法的に位置づけられ、対策が本格化することになりました。
常陽地域研究センター（水戸市）が今年1～2月に実施した調査では、空き家対策を実施している自治体は32市町村あり、「条例制定」（14市町村）のほか「所有者情報などの実態調査」（24市町村）、「利用希望者への情報提供」（９市町村）などの取り組みがあります。
「地方創生」の重要な施策である、子育て世代の移住・定着促進のためにも、「空き家」の利活用が必要不可欠であります、よって以下のことを求めます。
①対策の進捗状況、問題等を明らかにすること。
②貴自治体に、総合窓口を開設し、空き家情報の一元化を図り、持ち主の相談にのり、管理・指導を積極的に進めること。「特定空き家」基準の、弾力的適用に努めること。
③貴自治体で、職員による調査にとりくみ、実態の把握をすること。
④貴自治体に、「空き家」の登録制度をつくり、持ち主の選択（自己管理、転売、貸家　等）により(ルールに基づき)対応すること。
⑤当局（有資格者）と不動産業者等による相談体制を確立し、持ち主、利用希望者への情報公開、ネット閲覧等、有益な提案活動をすること。特に、子育て世代の移住・定着促進のための施策をつくり、すすめること。
⑥地元業者への発注で、「リフォーム助成制度」等が活用できるようにすること。また、地元業者への発注で、撤去・解体費用の補助制度をつくること。
⑦固定資産税の緩和(補助)制度を時限立法として新設すること。
６　誰もが安心して暮らせるまちづくりを
(1) 安心できる介護保険制度に
　今年度は介護保険制度改革の年度であり、多くの自治体で介護保険料が値上げされました。そして、利用についても、この８月から２割負担や食費・居住費の減免制度についても大きな変更があり、介護保険を利用している本人や家族はもとより、自治体の現場職員の負担も大きくなっていることと思います。つきましては、次のことを求めます。
①引き下げられた介護報酬をもとに戻すよう国に要請すること。
②２割負担になった人について、被保険者・利用者それぞれの人数と割合を明らかにされたい。
③今年度介護保険の補足給付の継続を取りやめた人数を明らかにされたい。

④食費・居住費減免の申請にあたっては、預金通帳のコピーなど資産状況の把握にあたっては、利用者のプライバシー保護に充分配慮すること。また、申請に不備があっても、一律にペナルティを課さないこと。
⑤介護予防サービスを受けている方については、サービスが低下しないようにすること。
⑥介護予防サービスを委託する場合は、事業所の負担が増大しないような単価設定を行うこと。　
(2) 生活保護制度の改善・充実を
 1) 生活保護の原則を守るために以下のことを求めます。
①保護要件中の「稼働能力の活用」について、貴職における見解を明らかにすること。また、安易な稼働能力不活用を保護の欠格要件とするような恣意的な取り扱いをやめ、「稼動能力がある」「就労の場が得られる」状態は、内定が出ていて本人が返事をすれば「良い」状態にあるとの認識を有すること。
②真に援助を必要とする相談者の意を汲んで親切・丁寧な対応ができるように、ケースワーカー、担当者の専門教育を定期的に行うこと。
2)自立支援法施行後の対応についてお応えください。
①実施事業名と担当部課名を明らかにされたい。
②十分な人員配置がなされたか、明らかにされたい。
③昨年度の職員一人当たりの対応人数を明らかにされたい。
3)貴自治体の生活保護行政について
①生活保護相談件数と申請件数、却下件数、保護開始件数および保護辞退件数の３年間の人数を明らかにしてください。
 (3) 社会保障として誰もが安心してかかれる国民健康保険制度にするために以下のことを求めます。
①市町村として国庫負担率を引き上げるよう国に要請すること。
②国民健康保険制度に傷病手当・出産手当を創設するとともに、生活困窮者のために法定減免以外の減免制度(地方税法第717条)を創設、改善すること。（当年の収入減少見込み額、所得基準等を採用）また、減免制度を広報紙やＨＰで広く住民に周知し、生活困窮者等には制度の活用を積極的に促すこと。
③納税相談に当たっては、滞納者の実情を勘案し分割返済可能な金額を提示すること。また、誓約書には返済が滞った際に、差押競売の許諾条件を付けないこと。市町村の窓口に「徴収猶予等の申請書類」を置き、申請は速やかに受理し許可をすること。
④平成26年度の国保会計の収支と、平成26年度末の一般会計の財政調整基金及び国保支払準備基金の金額を明らかにすること。さらに、今年から増額された、国保・保険者支援制度1,700億円の自治体配布分をも利用し、大きな負担となっている国保料（税）を引き下げること｡
⑤茨城租税債権管理機構への、滞納者の移管基準(年度別、税別ごとの滞納金額)を明らかにすること。また、平成26年度市町村の茨城租税債権管理機構への派遣職員数、財政負担の内容を明らかにすること。なお、財政負担の内容項目は、委託件数、委託額、徴収額、負担金とします。
⑥国民健康保険の広域化は、自治体と被保険者への負担増となるので、全国市町村長会で反対するように要望すること。
(4) 地域の宝、小規模事業者を潤す産業振興を。
平成26年６月20日成立した国の新法“小規模企業振興基本法”は、小規模企業（従業員５人以下）が、地域経済の支え手として、また、雇用の担い手として大きな役割を発揮していることに着目し、事業の持続的発展を支援する施策を、国・地方自治体が連携して講じる責任を明記しました。県内の小規模事業者数の推移は、2002年11万1,441事業所が2012年7万7,176事業所へと30.7％減少し（2012年総務省経済センサス）衰退は顕著であります。
市町村は中長期の展望を示す「地方人口ビジョン」と5カ年計画の「地方版総合戦略」を2015年度末までに策定し、発表・提出を国から求められています。「地方版総合戦略」は、多くの自治体で議論が始まっています。地方創生交付金は自由度の高い交付金であり、この間の国会審議でも明らかにされたように、「住宅リフォーム助成」のような地域循環型経済づくりや地場産業の振興、中小業者の国保の負担軽減にも使えるものです。
県は、小規模企業振興基本法に基づく「小規模事業者の持続的発展を支援する小規模事業者を対象にした施策を盛り込んでいきたいと考えております」と回答しました。市町村でも小規模基本法に基づく「基本計画」をつくり、「地方版総合戦略」に組み入れ、来年度からの実施をめざす取組みを求めます。
1)事業の持続的発展を支援する施策の企画立案に責任を負う自治体に対し事業者への支援の具体化を求めます。
①事業者支援の新法の政策立案について、立案・対策の進捗状況を明らかにすること。
②職員による、政策立案の基礎となる事業者の要望等を聞き取る全事業者調査を実施すること。
③小規模事業者の日常的なイノベーション、地道な工夫や変革を支援する、必要な時に必要な情報や相談が受けられる、自前のスタッフ体制の確立、充実を図ること。
④小規模基本法に基づく「基本計画」を、「地方版総合戦略」に組み入れ、来年度から実施すること。
2)「地域住宅支援」の政策目的を実現するため社会資本総合整備事業計画等を作成し、基幹産業と一体的に実施する関連社会資本整備事業及び効果促進事業として、地方創生交付金も活用し、今年度から実施すること。城里町では地方創生交付金を使い「住宅リフォーム事業者補助」事業実施をはかっています。
①住環境の整備や地元業者を励まし、地域経済の活性化に役立つ「住宅リフォーム助成制度」（県内16市町村実施）を創設、充実すること。
②制度をもつ自治体は、制度の充実・改善策として、一度制度を活用した人でも年度が違えば再度活用できるようにすること。
③地元木材の利用、地域商品券等、地域資源・地域経済と結ぶ施策を組み入れること。
④商店街活性化の施策として「まちなか商店リニューアル助成制度(仮称)」を創設し、商店が店舗の改装・改修、備品を購入した場合、費用の２分の１(上限100万円)を助成すること。
3)小規模事業者の、経営を守る金融対策を求めます。
制度融資を含む茨城県保証協会の保証付きの融資・保証債務残高（件数、金額）は、減り続けています。茨城県は従来の県制度融資では、同一制度内での借換えしか認めていなかったところですが、各制度の横断的な借換を可能にするとともに、融資期間を延長することなどにより、経営改善を図ろうとする中小企業を支援する目的で、昨年4月に借換融資制度を創設しました。
①市町村は、県借換融資制度創設に学び、制度融資の「借換制度」「借換運用」を創設すること。また、制度融資の利用にあたり、市税を分割納入している場合の取扱については、県当局の対応に学び、分割納入していることを確認できる書類を提出することで、納税証明書の提出に代える柔軟な対応を行うこと。
②市町村は、制度融資（市町村が中小企業に融資をあっせんする制度）への利子補給、保証料補助を拡充、継続すること。また、広報活動を強め「借換制度」「借換運用」が出来ることを知らせ、利用を増やすこと。銀行が融資相談で相談者に紹介することを要請すること。
③市町村は、銀行、保証協会が組織の役割を自覚し、「中小企業円滑化法」後も、返済計画の見直し等、経営改善計画づくりにも親切に対応するよう要請すること。また、納税要件の対応についても要請すること。
④市町村は、制度融資を含む茨城県保証協会の保証付き融資・保証債務残高（制度別件数、金額）の直近３年間の推移を示すとともに、推移の評価と今後の対策を明らかにすること。
(5) 民主的行政運営の確立を
1）下記の状況を明らかにしてください。
①貴自治体における臨時・非常勤職員の任用方法を明らかにすること。
②7.4公務員部長通知内容を徹底すること。
2)自治体業務と体制の充実を
①自治体職員の大幅な正規職員の増員を図るとともに、非正規職員が従事する恒常的業務には正規職員をあてること。
②大規模災害時に対応できる正規職員を計画的に配置すること。
③「地域主権改革」による膨大な事務移管で、市町村職員の業務量が増加し、多大な負担が生じることから、メンタルヘルスに配慮し、良好な労働環境の構築にすること。
④良好な労働環境は、良質な市民サービスを提供する基本です。労働安全衛生法を順守し、労働安全衛生委員会を充実させること。
⑤10月からマイナンバーが各自治体から各個人に発送されました。マイナンバー制度は、いくら関係機関や個人のセキュリティーを強化しても常に情報流失の危険性をはらんでいます。国民の中にもそうした不安が高まっています。貴自治体でのセキュリティー強化策やなりすまし防止対策、事故防止策など具体的な取り組み等を明らかにすること。
3) 増え続ける非正規職員の賃金・労働条件の改善を
①茨城労連が毎年行っている「公契約アンケート」調査結果によれば県内44市町村の職員総数(病院・消防を除く)は33,238人(昨年33,174人)、うち正規職員は20,089人(同20,350人)、非正規職員(2時間程度の短時間雇用を含む)は13,149人(同12,824人)、非正規職員の割合は39.6％(同38.7％)という結果でした。自治体のほぼ４割の職員が不安定雇用という状況は、調査を始めて以来最も高い数値になっています。県内44市町村中、非正規職員割合が40％を超える自治体数は、昨年の17自治体から21自治体へと4自治体増加しています。過度の正規職員の削減は住民サービスの低下をもたらすばかりでなく、正規職員の長時間労働にも繫がります。増え続ける非正規職員の賃金・労働条件を直ちに改善すること。
 a 時給を1,000円以上に引き上げること。
 b 忌引き休暇、病気休暇、子の介護休暇、婚姻休暇、夏季休暇を制度化すること。
 c 任用の更新にあたっては、勤続年数や更新回数を理由とした雇い止めは行わないこと。
(6) 民主的地方自治の発展をめざして
 1) 道州制・地方分権改革に反対し、住民サービスの拡充を求めます
 道州制は、都道府県を廃止して全国を10程度の「道州」に置き換えて国の事務を「国家の存立の根幹に関わるもの」に極力限定し、憲法に基づき国がはたすべきナショナルミニマムの保障責任を放棄するものに他なりません。自民党道州制推進本部は、全国町村会・全国町村議会議長会などからの強い反対により第186回定例国会への「道州制推進基本法」の提出を断念しましたが、今後の国会での法案提出を諦めてはいません。
　　昨年7月に「国の行政機関の機構・定員管理に関する方針」が閣議決定されました。政策の重要度等を踏まえた機構の重点配置や府省の枠を超えた機構の再配置と、5年ごとに基準年度を設定し、府省全体の合理化計画を立て、永続的に定員削減を実施する「新たな定員合理化計画」が盛り込まれました。これ以上の定員削減は、行政機関の機能を脆弱にし、国民の権利保障機能の低下を招くとともに、職員の健康破壊を加速させます。
自民党国土交通部会では、脇雅史参院議員が「そもそも日本は公務員を減らしすぎた」、自民党道州制推進本部長である佐田玄一郎衆院議員が「本部長として地方整備局や出先機関の廃止は絶対にしない」（9月29日付け建設通信新聞）と明言するなど政府与党内にも、公務員削減、出先機関廃止に反対する声が広がっています。
また、人口減少による「自治体消滅論」を背景に道州制特区制度や攻めの農政改革など、「地方創生」戦略による事実上、道州制に繋がる「広域的な地方行政の集約化」「国から地方公共団体への事務・権限委譲」がさらに進められようとしています。
地方分権改革では、「提案募集方式」によって権限移譲・規制緩和がすすめられていますが、移譲を受ける地方自治体で必要な予算と人材の確保が問題となり、住民生活の安全・安心を支える行政サービスの低下が懸念されています。
「これまで人員削減を行っており、専門職員が配置できない」「事務をこなすのに時間外勤務、休日出勤で対応している」「県からの引き継ぎが十分でなく、対応できない」「国や県からの財源がなく、市独自に予算化している」など、権限移譲による現場での具体的な矛盾、問題点を指摘するさまざまな意見が各自治体から出されています。権限委譲に伴う十分な専門職員の増員やそれに必要な財源の確保がなされなければ、国民への行政サービスの悪化に繋がります。
　　このように現在すすめられている道州制や地方創生、地方分権改革も、国が本来果たすべき国民に対する責任を放棄するもので、生存権や教育権など、憲法がさだめる基本的人権をふみにじるものであり、自治体機能の形骸化し、地域間格差を拡大するものにほかなりません。
　　東日本大震災をはじめ自然災害が多発するもとで、公務・公共サービスの拡充による住民の安全・安心の確保を強く求めます。
①国の役割を外交、防衛等に限定し、国民のくらしと権利を守る国のナショナルミニマム保障の責任を後退させる「道州制」を導入しないよう国や関係機関に働きかけること。
②国の出先機関の廃止、地方移管をおこなわず、出先機関を国の責任で存続・充実させるよう国や関係機関に働きかけること。
③「地方分権改革一括法」にもとづく「義務付け・枠付けの見直し」や自治体への権限移譲が行われる場合には、憲法で定める基本的人権にかかわるナショナルミニマムの水準が維持・向上されるように、財源保障もふくめて国が責任を果たすよう関係機関に働きかけること。
７　ゆきとどいた教育で児童生徒が尊ばれどの子も楽しい学校生活を
(1) 教育委員会制度が「改正」されたことを理由に、首長の権限を強化し、父母や地域住民、教職員の教育要求を、おろそかにすることがないように努めること。教育行政を進めるにあたっては、父母や地域住民、教職員との丁寧な懇談に努めるとともに、教育条件の整備に精力的に取り組むこと。
(2) 茨城方式の35人学級を中学校２年、３年生まで拡大するよう県に要請すること。
(3) 貴市町村教育委員会として全国学力テストを継続している目的を明らかにすること。　市町村別・学校別の平均正答率や順位をつけたデータの公開はしないという県教育委員会の判断を踏まえ、貴教育委員会でも学校別の平均正答率や順位を付けたデータの公開をしないこと。
(4) つくばみらい市の先行事例を参考にしながら、生活困窮者自立支援法による貧困などの理由で学ぶことが出来ない生徒達を対象とした学習支援事業（無料塾など）を貴自治体でも実施すること。
(5) 購入品目の見直しや給食費の公費負担を進める等、義務教育段階の教育費の父母負担を軽減すること。
(6) 学校給食費について
６人に１人が子どもの貧困状態にあるというなか、学校給食費の滞納は「横ばい」状況にあり、滞納の対応として「給食停止」もあると県から聞きました。
①給食費の滞納状況と、対応について公表すること。
②地方創生の新型交付金を活用して給食費を無料に、軽減するなど貴自治体の独自助成をすること。
③学校給食にトランス脂肪酸を含む食材を使用しないこと。
④まちづくりや若者世代の定住促進の観点から、小中学校の統廃合計画の見直しをすること。
(7) 学童保育の充実
①今年度から自治体の基準条例が策定されました。国連子どもの権利条約がいかされる内容を守るためにも、利益追求をする企業には委託しないこと。
８　公契約条例制定にむけた検討の着手を
「公契約」については、2004年の茨城共同運動発足以来要求してきました。この間、野田市など条例制定に踏み出した自治体をはじめ、公契約のあり方改善を探求する自治体も増加しています。各市町村においても入札制度の改善が着実に実施されていることに敬意を表するものです。しかし、公契約条例については、「国及び他自治体の動向等を注視」との態度であり，前進はありません。その主要な原因は、労働現場の実態を正しく認識していないことと、自治体の役割を発揮しようとしていないことです。
私たちも「国の立法政策」を望みますが、国（国土交通省）は，国土交通省は平成27年１月30日付で、建設業団体や自治体などに対して「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」の要請を行っていますが，立法には至っていません。「適正な賃金水準・労働条件の確保」は喫緊の課題です。福祉や教育、環境行政など自治体が先行して立法化に結実した事例はたくさんあります。各市町村においても子ども医療費の無料化など、「国の立法政策」を待たずに独自に実施している施策は少なくないと思います。福祉の増進を求めての住民の切実な要求にもとづいて実施されたのではないでしょうか。公契約条例はすでにいくつかの自治体で制定されています。
(1) 地方自治体が有する条例制定権をいかして、公契約条例制定にむけた検討に着手すること。
(2) 公契約条例の制定にあたって具体的担当部署(窓口)を明らかにすること。
(3) 工事や委託契約等において，「標準労務単価を下回らないものとする」と明記するなど，契約時の積算単価に基づく公正・適切な賃金が確保されるよう契約業者等を文書で指導すること。
９　農業経営の危機にふさわしい思い切った支援を
稲作農家の経営は、引き続き危機的状況に追い込まれています。農民連の「『過剰』に見合う古い備蓄米を飼料用などで処分し、同量の米を買入れしろ」という要請に、政府は「価格対策のための市場介入はしない」と拒否し、今日の米価暴落となりました。今年産米の米価は、昨年に比べれば若干回復しているものの、一昨年に比べれば大きく下落しており、大雨による冠水被害や長雨等による品質低下など、大きな打撃を受けている農家も少なくありません。
主食の今年の６月末在庫は230万㌧で、過去16年間で最大の水準です。民間ベースで「売り急ぎ防止」として35万㌧分を11月以降の販売に先送りする対策がとられていますが、いずれ古米となって安く出回るもので、需給引き締めの決め手にはなりません。また、飼料用米等への転換は7月15日現在、46万㌧(飼料用米39万㌧、麦・大豆・WCS拡大分7万㌧)ですが、需給が改善されるのは来年の秋です。
「政府の責任で過剰米を処理して需給を改善せよ」「2018年に生産調整から手を引く方針を撤回せよ」「TPP交渉からの撤退、ミニマムアクセス米の廃止」「生産費を償う価格と所得の補償を」など米政策への転換がいよいよ重要となっています。
　市町村独自助成に関する昨年度の回答などから、北茨城市、行方市、稲敷市、美浦村、つくば市、取手市、牛久市、下妻市、常総市、つくばみらい市などで独自の農業助成の取り組みがされていることが分かりました。飼料用米や加工用米などに対して独自財源による上乗せ助成をする例が多いようです。機械・設備導入等への助成という例もありました。検討中、あるいは国・県や近隣自治体の動向を見て検討するという回答も多くありました。以下の回答を求めます。
(1) 過剰米の実効ある市場隔離など米価暴落に歯止めをかける責任ある需給対策を国に求めること。

(2) 稲作農家の経営を守るために、自治体独自の価格支援や資金援助など、あらゆる対策を行うこと。

(3) 地元の農産物の新規需要を作り出すために、公共部門での利用拡大とともに、民間での活用も推進すること。

(4) 新規就農支援は、資金援助だけでなく、就農が定着するように、栽培技術、販路、経営管理などについて学び合い、支え合えるつながりをつくれるような支援体制をめざすこと。
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